
 

 

 

京都市消防局訓令甲第４号 

各 部 

消 防 学 校 

各 消 防 署 

 京都市火災予防規程の一部を次のように改正する。 

  平成２４年１１月３０日 

京都市消防局長 長谷川 純  

目次中「第１１４条」を「第１１５条」に改める。 

 第６３条の２を次のように改める。 

（建基法の準用に係る処理） 

第６３条の２ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律その他の法律の規

定により，建築物の計画に関し建基法第９３条第４項の規定を準用した通知に関する事

務については，第５７条から第６０条までの規定の例によるものとする。 

 第６３条の３を削る。 

 第６６条を次のように改める。 

（建基法以外の法令に関する意見の処理） 

第６６条 局長は，建基法以外の法令により，当該法令の所管行政庁から各法令に基づく

建築物の認定に関し消防上必要な意見を求められたときは，所轄署長と協議し，意見を

付して当該所管行政庁に回報するものとする。 

 第６７条を次のように改める。 

（京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例等に関する意見の処理） 

第６７条 局長又は署長は，京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例その

他の条例により，当該条例の施行に関し消防上必要な意見を求められたときは，内容を

審査し，意見を付して当該所管部局に回報するものとする。 

 第６８条を次のように改める。 

（京都市旅館業施設建築等指導要綱等に関する意見の処理） 

第６８条 局長又は署長は，京都市旅館業施設建築等指導要綱その他の要綱により，当該

要綱に係る計画に関し消防上必要な意見を求められたときは，内容を審査し，意見を付

して当該所管部局に回報するものとする。 



 

 

 第７０条を次のように改める。 

（違反建築物の防火指導） 

第７０条 署長は，建基法の規定において，建築物の防火に関する規定に適合していない

建築物又はその他法令等に適合していないことが明らかであり，かつ，消防上指導の必

要がある建築物を認めたときは，消防上必要な指導を行い，その結果を記録するととも

に，特に必要と認めるときは，局長を通じて京都市都市計画局長等に通報するものとす

る。 

 第１１４条を第１１５条とし，第１１１条から第１１３条までを１条ずつ繰り下げ，第

１１０条の次に次の１条を加える。 

（急速充電設備設置届出書の提出指導） 

第１１１条 署長は，条例第１２条の２の規定により急速充電設備を設置しようとする者

があるときは，当該設置しようとする者に対し，その設置に係る工事を着手しようとす

る日の５日前までに，急速充電設備設置届出書（第４１号様式）を２通提出するよう指

導しなければならない。 

２ 署長は，前項の規定による届出があったときは，同項の届出書の１通に届出済印を押

して返付しなければならない。 

３ 署長は，第１項に規定する届出書を返付するときは，届出者に対し，当該届出書に係

る工事が完了した旨を通報するよう指導しなければならない。 

４ 署長は，前項の通報を受けたときは，随時査察を実施するものとする。 

 第４０号様式の次に次の様式を加える。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 附 則 

 この訓令は，平成２４年１２月１日から施行する。 

（消防局予防部） 


